
岩手県告示第852号 

 情報システム開発業務の委託契約に係る競争入札に参加しようとする者の競争入札参加資格基準及び情報システム開発業務委託

契約競争入札参加資格審査申請書の提出期間（平成12年岩手県告示第886号）の一部を次のように改正し、平成21年１月５日から施

行する。 

  平成20年12月16日 

                                           岩手県知事 達 増 拓 也  

改正前 改正後 

２ 情報システム開発業務委託契約競争入札参加資格審査申請

書の提出期間等 

２ 情報システム開発業務委託契約競争入札参加資格審査申請

書の提出期間等 

 (１) ［略］  (１) ［略］ 

 (２) 提出書類  (２) 提出書類 

  ア 情報システム開発業務委託契約競争入札参加資格審査

申請書（様式第１号。以下「申請書」という。） 

  ア 別に定める様式による情報システム開発業務委託契約

競争入札参加資格審査申請書（以下「申請書」という。）

  イ 営業概要書（様式第２号）   イ 別に定める様式による営業概要書 

  ウ 使用印鑑届（様式第３号）   ウ 別に定める様式による使用印鑑届 

  エ 法人にあっては申請日の属する年の前年及び前々年の

決算期に作成した各営業年度の財務諸表（貸借対照表、

損益計算書及び利益処分に関する書類をいう。以下同じ。

）、個人にあっては申請日の属する年の前年及び前々年の

所得に係る確定申告書の写し 

  エ 法人にあっては申請日の属する年の前年及び前々年の

決算期に作成した各事業年度の財務諸表（貸借対照表及

び損益計算書をいう。以下同じ。）、個人にあっては申請

日の属する年の前年及び前々年の所得に係る確定申告書

の写し 

  オ ［略］   オ ［略］ 

  カ 納税証明書（申請日の属する年の直前１年間における

事業税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書をいう

。ただし、県内に営業所又は事務所を有しない申請者に

あっては、申請日の属する年の直前１年間における所得

税又は法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証明書

をいう。） 

  カ 納税証明書（申請日の属する年の直前１年間における

岩手県県税条例（昭和29年岩手県条例第22号）第３条に

掲げる税目及び消費税の納税証明書をいう。ただし、県

内に営業所又は事務所を有しない申請者にあっては、申

請日の属する年の直前１年間における所得税又は法人税

並びに消費税及び地方消費税の納税証明書をいう。） 

  キ 権限を支社長等に委任する場合にあっては、委任状（

様式第４号） 

  キ 権限を支社長等に委任する場合にあっては、別に定め

る様式による委任状 

  ク ［略］   ク ［略］ 

   ケ その他知事が必要と認める書類 

 (３)～(６) ［略］  (３)～(６) ［略］ 

４ 提出書類記載事項の変更届 申請書提出後、次の各号に掲

げる事項に変更があったときは、情報システム開発業務委託

契約競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届（様式第５

号）を知事に提出しなければならない。 

４ 提出書類記載事項の変更届 申請書提出後、次に掲げる事

項に変更があったときは、別に定める様式による情報システ

ム開発業務委託契約競争入札参加資格審査申請書記載事項変

更届を知事に提出しなければならない。 

 (１)～(７) ［略］  (１)～(７) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 様式第１号から様式第５号までを削る。 
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